
 
 

地価に関する調査制度について 

 
秋田県建設部建設政策課 

 
１ 地価公示と地価調査について 

毎年全国的な規模で公的機関が行う地価に関する調査として、地価公示法に基づく「地価公示制

度」及び国土利用計画法に基づく「地価調査制度」がある。 

地価公示制度は、主に都市計画域内における標準地の正常な価格を公示することにより、一般の

土地の取引価格に対して指標を与えるとともに、公共用地の取得価格の算定に資するなど、適正な

地価の形成に寄与することを目的としている。 

また、地価調査制度は、国土利用計画法において土地取引の規制に関する措置が講じられたこと

から、県内全域における土地取引価格を適正かつ円滑に審査するために設けられたものであるが、

地価公示価格を補完する土地取引価格の指標として活用され、適正な地価の形成に寄与している。 
 
２ 地価公示及び地価調査制度の概要比較表 

区 分 地 価 公 示 地 価 調 査 

根 拠 法 令 
地価公示法（昭和４４年法律第４９

号）第２条１項 

国土利用計画法施行令（昭和４９年

政令第３８７号）第９条１項 

実 施 主 体 国（土地鑑定委員会） 都道府県知事 

価 格 の 名 称 公示価格 標準価格 

地点（画地）の名称 標準地 基準地 

調 査 対 象 区 域 

公示区域（都市計画区域その他の土地

取引が相当程度見込まれるものとして

国土交通省令で定める区域） 

秋田県：１３市４町（計１７市町） 

都道府県の全市町村 

 

 

 

県内の調査地点数 

宅地関係 １９３地点 宅地関係 ３１７地点 

（全国２６，０００地点） 林地 ７地点 

※令和７年地価公示 計３２４地点 

（休止地点含む） （全国２１，４４１地点） 

 ※令和７年地価調査 

（休止地点含む） 

価 格 時 点 １月１日 ７月１日 

調 査 方 法 

国（土地鑑定委員会）が標準地を選

定し、２人以上の不動産鑑定士の鑑

定評価を求め、その結果を審査調整

し、当該標準地の単位面積当たりの

正常な価格を判定する。 

都道府県知事が基準地を選定し、１

人以上の不動産鑑定士の鑑定評価を

求め、その結果を審査調整し、当該

基準地の単位面積当たりの標準価格

を判定する。 

価 格 の 公 表 
３月下旬 

（令和７年は３月１９日官報により公示） 

９月下旬 

（令和７年は９月１７日県公報により公告） 
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